


















○第 5 回 慶北大 - 京都大 国際学術大会について 
>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>> 
上海センター・ブラウンバッグランチ（BBL）セミナーのご案内 
第 5 回 中国における都市・農村間の教育格差 
講師 京都大学大学院農学研究科 沈金虎 講師 
日時 2005 年 6 月 7 日（火）午後 12 時 15 分～13 時 45 分（食事持ち込み可） 
場所 法経総合研究棟 1 階演習室 107 
“””””””””””””””””””””””””””””””””””””””””””””””””””””””””””””””””””””””””””””””””””””””””””””””””””””””” 
上海センター・シンポジウム「日中間の”政冷経熱”をどう打開するか」のご案内 
報告者 時 殷弘  (中国人民大学国際関係学院教授、アメリカ研究センター主任教授) 
高井潔司（北海道大学国際広報メディア研究科教授、元読売新聞北京支局長） 
竹内 實  (京都大学名誉教授) 
司会 本山美彦(京都大学経済学研究科教授) 




















第 5 回 慶北大 - 京都大 国際学術大会について 
 表記の国際学術大会は、2004 年 12 月 10 日(金)、9 時 30 分～18 時 10 分に、慶北大学校・
経済通商学部国際会議室において開催され、京大からは、北野尚宏、今久保幸生、村瀬哲
司（留学生センター）、菊谷達弥（以上、報告順）が参加した。 
 今回の大会の共通論題は、「東北アジア経済協力の展望と課題」（Prospect and Subjects 
of Economic Cooperation in Northeast Asia）であった。 
  はじめに、慶北大学校側代表として Heung-Seub Chang 経商大学学長、および京都大学
側代表として今久保がそれぞれ開会の挨拶を行い、その後早速、下記のプログラムに即し
て報告と討論が順になされた。 
発表 1 Naohiro Kitano(京都大) 
"Japanese Contribution in Supporting China's Reforms - AStudy Based on ODA Loans" 
討論 韓東根(嶺南大) 
発表 2 崔龍浩(慶北大) 
"East Asian Economic Development and Small-Medium Enterprises (SMEs) of Korea" 
討論 徐正解(慶北大) 
発表 3 Sachio Imakubo(京都大) 
,,Meaning and Problems of Japan-Korea FTA for the East Asian Economic Integration" 
（「東アジア経済統合における日韓 FTA の意義と課題」） 
討論 沈承鎭(慶北大) 
発表 4 孫柄海(慶北大). 
"Development of Intra-industry Trade among Korea, Japan and China and Its 
Implication  
  for North-east Asian Economic Integration" 
討論 金都亨(啓明大) 
発表 5 Tetsuji Murase(京都大) 
"Regional Financial Cooperation in East Asia and Its Perspective - Increasing 
Importance of ASEAN+3 - "（「東アジアにおける地域金融協力の現状と展望―存在感を高
める ASEAN+日中韓―」） 
討論 金煕鏑(慶北大) 
発表 6 Tatsuya Kikutani, Hides hiItoh, Osamu Hayashida(京都大) 
"Business Portfolio Restructuring of Japanese Firms in the 1990s: Entry and Exit 



















②直接投資では、2003 年に韓国企業中に占める中小企業の割合は件数で 86％、金額で 28％
を占めたこと、地域別では、アジア、とくに対中直接投資が増加していることを確認し、
③さらに、中小企業の中では小企業が増加し中企業げ減少していること、大企業と中小企










形成とその柱としての東アジア経済統合にとっての、日韓 FTA の意義と、日韓 FTA が抱
える課題を検討した。 
 その概要はこうである。①日韓 FTA は「日韓パートナーシップ」を深化させ、両国経済


























  討論者の金(都)は、中間財貿易の重要性を確認しつつ、FDI と産業内分業との関連に関わ
る研究が手薄であるとし、その上で二国間・部門間の区別を含めたそれらの分析の必要性
を強調し、また、FDI の増加が日韓 FTA の必要条件であるとすれば、その十分条件は労働




























 こうした、双方間に距離のある認識を相互に接近させるためには、日韓 FTA をめぐる両
国間経済関係の変動に関する双方の共同研究がいっそう深められる必要があろう。 
 Choong Yong AHN, Inkyo CHEONG, Yukiko FUKAGAWA, and Takatoshi ITO eds., 










  （文責：今久保幸生。ただし北野、村瀬、菊谷のお三方の報告と討論の部分は、お三 
  方による要旨原稿を、一部技術的訂正を加えた以外、基本的にはそのまま掲載した。） 
